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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成17年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
①平成17年4月1日より、町の行財政改革基本方針により、町長10％、助役、収入役、教育長5％の給料の減額を実施しています。
②平成18年4月1日より期末勤勉手当の3％及び管理職手当の10％減額を実施しています。
③土曜日の午前中に実施していた窓口業務を、金曜日の午後5時15分から午後7時とし、職員の勤務はシフト制となり、時間外
勤務手当の削減を図っています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成18年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　③看護保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、18年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（18年４月１日現在）
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（18年４月１日現在）

円 円 円

－ 　 円 円 円

－ 　 円 － 　 円 － 　 円

－ 　 円 － 　 円 － 　 円

－ 　 円 － 円 円

－ 円 － 円 － 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（18年４月１日現在）

（注）１　八千代町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　 （注）平成18年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　
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（2) 昇給期間短縮の状況

　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分 3.0  月分  月分

（ 1.6 ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ 1.6 ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　 ・役職加算 5～15％ 　 ・役職加算 5～20％ 　 ・役職加算 5～20％

・管理職加算10～25％ ・管理職加算10～25％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（18年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置　　年2％加算 　　定年前早期退職特例措置　　年2％～20％加算

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

41.34

1.45

59.28

59.28

59.28

　　　　　　　　　％　　　　　比　　　　　　　　　　　率

23.50

1,492 1958

28.0875
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 (3) 特殊勤務手当（17年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（5) その他の手当（18年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

2,723

372

0.0

0

0

左記職員に対する支給単価

感染症防疫作業手当

200

感染症防疫作業従事職員

精神障害者収容作業

感染症防疫作業

精神障害者収容作業従事職員

（17年度決算）

主な支給対象業務

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

日額300円

１回当たり300円

2

精神障害者収容作業手当

主な支給対象職員

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

手当の名称

支給実績（17年度決算）

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

5,229

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価 異なる内容手　当　名

20,748

千円

千円

千円

同　じ

支給実績

給料月額　9％

休日の日直　1回4200円

14,402

千円

（17年度決算）

7,307

宿日直手当

管理職手当

同　じ

同　じ

　

自動車等の使用距離片道2キロ以
上　2000円から24500円通勤手当

国の制度

との異同

国の制度と

扶養手当 同　じ

借間支給上限月額27000円　持家
新築及び購入から5年　月額2500
円

13,286

千円

千円

14,182

32,946

533,388

支給職員１人当たり

平均支給年額

237,664

44,554

225,516

40,467

209

住居手当

同　じ休日に勤務した1回8000円

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ）

配偶者13000円、配偶者以外2人
まで各6000円　3人目から各5000
円

管理職員特別勤務手当
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５　特別職の報酬等の状況（18年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ） 　

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数 　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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2

16

6

6



（2)年齢別職員構成の状況（18年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①定員管理の数値目標

定員適正化計画策定予定

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

52歳

59歳

38 13

計

26

人

1991

人 人

以上

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～ ～ ～ ～

40歳20歳 20歳 24歳 28歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

人 人 人 人 人 人 人

39歳23歳

人

55歳43歳 47歳 51歳27歳 31歳

人人

3 17 27 15 11 23

 

　　　　　　Ａ 給　 料

千円　

17年度 459,719 △30,530

職員数区　　分 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

Ａ  

16年度の総費用に占

総費用

 

　　計　　Ｂ

10,614 37,460 6,243

純損益又は実

職員数
25

千円　

Ｂ　

　質収支

　　　　千円

める職員給与費比率

一人当たり

％

（参考）　市町村平均

9.8

6,971

　　　　　千円 千円 千円 千円

43,924 9.6

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 　　　一人当たり　給与費

人

職員手当

17年度 6 24,267 2,579

区　　分 総費用に占める

％

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

千円

0

5

10

15

20

25

構成比

6年前の構成
比

%
（例）

7



イ　 特記事項

平成18年4月１日より、期末・勤勉手当の3％及び管理職手当の10％減額を実施しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

　 　 　 　 　 　 　 　

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措 職制上の段階、職務の級等による加算措

　

イ　退職手当（18年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 　 その他の加算措置

　 　 　　定年前早期退職特例措置　　年2％加算 　　

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　

60.9900

376,947

338,550

基本給

582,634

577,214

平均月収額

団 体 平 均

八 千 代 町 42.4

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

44.8

1,769

１人当たり平均支給額（17年度）

690

115

630

105職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

28,605265

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ）

　　定年前早期退職特例措置　　年2％加算

33.75

26,801

43.3350

60.9900

60.9900

0

47.50

60.00

八千代町

１人当たり平均支給額（17年度）

1,492

八千代町　（一般行政職）

　　5～15％

3.0 1.45

21.00

3.0 1.45

八千代町

60.00

5～15％

28.0875 21.00

八千代町　（一般行政職）

60.9900

33.75

47.50

28.0875

43.3350
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エ　その他の手当（18年４月１日現在）

円

円

円

円

　

④定員管理の数値目標及び進捗状況

定員適正化計画策定中

平均支給年額

（17年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

　　 　

同じ

1,255扶養手当
配偶者13000円、配偶者以外2人
まで6000円　3人目から5000円

通勤手当
自動車等の使用距離片道2キロ以
上　2000円から24500円 同じ

　　　 　

271 千円 45,200

内容及び支給単価

313,750

支給実績

千円

393 千円同じ 同じ

住居手当
借間支給上限月額27000円　持家
新築及び購入から5年　月額2500
円

393,240

同じ 同じ

30 千円同じ 30,000

同じ

管理職手当 給料月額　9％

（17年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名
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